
はじめに

本章では、国別の事例としてまずウガンダを取り上げる。ウガンダのエイズは、

世界で最初に爆発的な感染流行を経験したことや、世界ではじめて国家元首が、国

の安全保障に関わる緊急事態として認識し、そう公言したことで注目されてきた。

そして世界中の支援が集中し、治療や予防、そして制度政策の上でも多様な実験が

繰り広げられ、その後、最初に感染率が低下したことでも世界中の注目を再び集め

ている。そのような意味で、ケーススタディとしてウガンダにおけるエイズの経験

を振り返り、それに対処してきた政策の経緯をここにまとめることの意義はあると

思われる。そこで、本章では、まずウガンダにおける初症例報告から、感染拡大と

その状況を通して歴史的な背景を概観し、そして次節でこれまでにとられてきたエ

イズ対策を政策面、医療面、そして経済界の対応から振り返る。その上で、第３節

で感染率の減少がどのように説明されてきたか、とりわけエイズの予防・啓発が感

染率減少をどのように説明してきたのかを振り返りつつ、なぜ予防・啓発論がその

１ 筆者がはじめてウガンダ調査に訪れた１９９６年には、エンテベ空港から首都カンパラ市へ向かうクイ

ーンエリザベスハイウェーの両側に延々と棺桶を製造直売する木工所が連なっていて、強烈なエイ

ズ禍の印象を与える光景であった。
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説明に重要な役割を果たすことになったのかを、現代ウガンダ社会のもつ背景にて

らして説明することとする１。

第１節 歴史的背景

ウガンダにおけるエイズは、１９７０年代前半に「スリム（Slim）病」として認識さ

れ、ビクトリア湖岸の集落では症例が散見されていた。正式には１９８２年、ウガンダ

南西部のラカイ（Rakai）県の漁村での症例が報告されたのが最初の例である２。

１９７０年代後半、当時のアミン（Idi Amin）大統領は軍内部でスリム病の増加を

すでに知っていたとされる。アミンはそれをタンザニアに侵攻したウガンダ軍兵た

ちがタンザニアの現地女性との性交渉によって感染したことを原因とするものと考

えたようである。アミン大統領の失脚後、オボテ（Milton Obote）政権期には着実

に感染拡大が進行していたものの、政府での取り組みは遅れ、１９８５年にようやくエ

イズ対策事業が開始したところで内戦が激化し、事業が頓挫する（Avert［２００４］、

Malan［２００１］）。

他方、反オボテ政権の「国民抵抗運動」（National Resistance Movement : NRM）

にいたムセベニ（Yoweri Museveni）NRM総指揮官（現大統領）はスリム病が顕

在化しはじめた１９８０年代前半、その反政府運動の前線であったルウェロ（Luwero）

三角地帯にいた。その前線で、また反政府軍内部でスリム病が少なからず発生して

いることを知っていたのだ。同時にラジオ報道を通して欧米のエイズについて知っ

ていたが、ムセベニはそれを男性と性行為をもつ男性（Men who have sex with

men : MSM）の問題であると解し、国民抵抗運動の周辺で報告されているスリム

病と直接に結びつけては考えていなかったと思われる。そのようなムセベニに直接、

ウガンダがエイズ危機に瀕していることを示唆したのはキューバのカストロ（Fidel

Castro）国家評議会議長であった。ムセベニは１９８６年に政権を掌握した後、新生ウ

ガンダ国軍を構成する目的で、NRM軍の幹部６０名をキューバに送ったところ、そ

のうち１８名がHIVに感染しているとキューバ側から告知されたのだ。つまりウガン

ダはエイズ問題という危機に直面していることをカストロに宣告されたのだった

（Malan［２００１］、UAC［２００１；２００３a；２００４b］）。

２ この初期症例の報告からラカイ県はエイズ研究者に注目され、その後数多くのフィールド調査が実

施され世界のエイズ・フィールド研究のメッカとなっている。
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エイズ危機とその規模を直感したムセベニ大統領は、大統領就任後、エイズ対策

を国家の緊急課題として取り上げた。ウガンダにおける問題の規模とその重篤さを

地方で、中央で、また国際社会の場においても語りはじめた。国際社会の援助をも

とめる一方で、国内においてもウガンダ自らできる対策として大々的な予防・啓発

キャンペーンにも同時に取り組みはじめた（UAC［２００３a］）。しかし、HIV感染率

は着実に１９８０年代半ばより増加し１９９０年代に入り２０％（妊産婦の感染率）を超え、

１９９３年頃にはその感染率が２９％に達したと推測された。また都市部（カンパラ

〈Kampala〉市、ンサンビヤ〈Nsambya〉地区〈都市内部の高密度低所得層住宅地

区〉）や、マサカ（Masaka）市の調査では、３０％を超える妊婦のHIV感染が確認さ

れるような妊産婦診療所（Ante Natal Clinic : ANC）でのデータが報告された３

（Ministry of Health［２００３b］）。

ウガンダのHIV感染ルートは、過半数が異性間の性交渉で、それと約１５％と見積

もられている母子感染を足すと９０％以上に達する。その他には血液と血液製剤によ

る感染が２％、注射針などの共有によるものが１％と推測されている。MSMに関

してはデータが公表されていない。それはおそらく異性間の性交渉による感染デー

タの一部に含まれていると思われるが、軍内部と刑務所での感染拡大の要因として

男性間の性行為は挙げられている。

異性間性交渉のなかで、HIV感染弱者（ヴァルネラブル・グループ）として国家

エイズ委員会（Uganda AIDS Commission : UAC）はいくつかのカテゴリーを挙げ

３ ２００１年におけるHIV感染率の推測値算出には、ウガンダ国内１９カ所の産婦人科をもつ病院と、性感

染症専門病院に設置された調査所での検査結果が使用されている。その後、２００２年には新たに５カ

所の調査地点が設置され、農山漁村のデータをより正確に加味できるようになっている。各地点で

は血液サンプルが２５０から６００サンプルに達するまで、３カ月に一度、集められる。血液サンプルは

まず、梅毒反応のチェックが施された後に、ウガンダウイルス研究所に運ばれHIV抗体が検査され

る。上記の検査地点の他には、グルのセントメアリー病院が自主的に検査を実施している。ここで

は１０７４の血液サンプルがグルとセントメアリー病院分院のあるパボ、オピット地区で採取される。

マサカ県とセンバブレ県ではウガンダウイルス研究所がコーホート調査を実施している。妊婦、性

感染症患者以外の部分については、１５歳から２４歳を対象に全国規模のNGOである「エイズ情報セン

ター」（AIDS Information Centre）が自発的カウンセリング・検査（Voluntary Counselling and

Testing : VCT）を実施している。データ源はカンパラの部分が最大であるが、他地区も網羅する。

全国の推計感染率は、現在、首都と地方中核都市のANCデータをもとに算出する方法がとられてい

る。地方を網羅しているものの、地方中核都市の病院にアクセスできる圏域内の妊産婦のデータの

みに依拠し、農山漁村の状況が加味されていない。したがって、たぶんに都市的な感染トレンドを

反映したものにすぎず、実際よりも多く見積もられている可能性が高い（Medical News Today

［２００４］）。地域統計的にはANCのデータ採取地点がより密に網羅するにしたがって、正確な数字に

近づき、数字自体が低下するという状況が確認される。この点から見ると、ウガンダ全国の感染率

データについてはより慎重に取り扱う必要があるが、各地ANC地点の数字を診療所アクセス圏域の

データとして個別に扱う限りにおいては大きな問題はないものと考えて良いであろう。
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ている（Basaza and Kaija［２００２］）。性行動からみた感染弱者としては二つのグル

ープがある。自らの意思で不特定多数との性交渉を持つ場合、たとえばセックスワ

ーカーや、複数の交渉相手を持つものが一つのグループで、もう一つは、性交渉上

の意思決定権のより弱いもの、たとえば、年上との性交渉の機会が多い者や、生活

や学業支援を条件に性交渉を持つ場合があるような成年女子、若年女子、若年男子

が挙げられている。社会経済的な感染弱者としては生活手段がない国内避難民や難

民女性が挙げられ、そのコミュニティでは、日常の食糧や安全の確保のために性交

渉を重ねる例が報告されている。また移動距離に比例して感染率が上昇するという

観点からは長距離トラック運転手や、ビクトリア湖などの漁師、乗り合いタクシー

ドライバーの他、不定期に単身で移動を繰り返す軍兵、機動隊員が挙げられている。

そのほかには、社会慣習や祭祀儀礼が感染の危険性を高めると考えられるものとし

て割礼を問題視する場合もある。ウガンダで人口の１０％が慣習とする割礼の際に、

使用刃物が共有されることや儀礼の前後での衛生管理上の問題が指摘され、また儀

礼にともなう成人男性化の証拠として儀式後に複数の相手との性交を助長する雰囲

気があることが指摘されている。しかし割礼については医学的見地より感染力を弱

めるとの実証報告もある（Urassa et al.［１９９７］）。また割礼を行う民族集団よりも

さらに多くの民族集団で寡婦が姻族の兄弟と夜をともにするいわゆる寡婦のクレン

ジングや寡婦自体を相続する習慣が残っていることを問題視する場合もある。

第２節 エイズ対策

１．政府の対策

１９８６年に大統領に就任したムセベニはエイズ対策が「愛国者の責務」と明言して

緊急対策に取り組みはじめた。そして同年の世界保健機関（World Health Organi-

zation : WHO）総会に出席したルグンダ（Rugunda）厚生大臣は国際社会に対しウ

ガンダにおけるエイズの深刻な状況を訴え、国際社会への協力をもとめるとともに、

国家としてのコミットメントを内外に宣言した。これは、国家がエイズ危機を認め

た世界史上にのこる象徴的なできごとであった。それをうけ、同年中に保健省はWHO

グローバルエイズプログラム（Global Aids Programme）の支援のもと、国家エイ

ズ制圧プログラム（National Aids Control Programme : NACP）を開始した。そ

こで取り組まれたのは、まず輸血の安全確保や、医療施設における安全確保、そし
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てエイズ教育と国内での感染情報の開示であった。これは当時の欧米でのエイズ対

策のコンセプト、つまり輸血を通した感染問題や、医療従事者の安全確保の視点に

もとづいた内容だった。その後は医療の現場で対症療法的に結核など日和見感染症

の治療が続けられ、場当たり的な感染者対策が進められた。そして１９８８年には全国

HIV感染調査（National AIDS Surveillance）が各地のANCを結んではじまり、全

国の状況を正確に掌握しようとする努力がはじまる。

また、１９８０年代後半からは保健省を中心に、国外ドナー、市民社会から集中する

支援のコーディネーションが行われたことから、保健医療プロジェクトがエイズ対

策の中心にならざるを得なくなり、それによって保健医療以外の分野での取り組み

が遅れることとなった。保健医療以外の分野を包括的にふくむ多角的なマルチ・セ

クター・アプローチについては１９８７年より検討に付され、１９９０年になってようやく

国外の専門家を含むかたちで国家エイズ実務協議会（National AIDSTaskforce : NAT）

が選任される形となった。それによりエイズ制圧のための総合計画であるマルチ・

セクター・プログラム（Multi Sector Programme : MSP）が策定される。MSPで

は、まず視点を保健セクターから拡大して、個人のレベル、地域社会、政府、関係

機関が相互に協力する責任体制の必要性を強調している。

NATは引き続き１９９２年に国家エイズ委員会（UAC）を大統領府に設置し、１９９３

年には国家エイズ政策を策定する。UACは１９９４年にはHIV/AIDS・性感染症の予

防にフォーカスを絞って、国家行動計画を策定し、それと同時にマルチ・セクター・

アプローチ実施のための諸制度整備に取り組んだ。この時期に展開する多様な制度、

政策、ポリシーペーパーは基本的にはUACを基軸に多様な関係分野を同時に巻き

込んだ当時の方針の反映であり、そのようなかたちでエピデミックの諸問題に対処

する方法を構築したのである。

UACは大統領に任命された諸大臣（エイズ制圧事業に関係する省庁の大臣）を

はじめ、関係NGOの代表、民間識者からなり、NACPのモニター、計画、調整の

役割をになう。また地方においては各県、郡、教区、村落のそれぞれのレベルで事

業調整委員会がおかれ、各地方におけるエイズ専門家やコミュニティ・リーダー、

活動家の意見が中央のUACにまで反映されるしくみをとっている。このような地

方組織のあり方は、現政権が、反政府運動期に構築したNRMの地方組織の制度基

盤を活用するものである４（UAC［１９９３］）。

４ 国家エイズ行動計画に関係する省庁は保健省のほか情報省、社会労働省、自治省、ジェンダー社会

開発省、防衛省、内務省、教育省、財政経済計画省、公共サービス省、法務省である。
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MSPではエイズ制圧を様々なレベルにおいても統一した基準に乗っ取ったプロ

ジェクトを通して進める意味から、中央レベル、県レベル、コミュニティ計画レベ

ル、各組織レベルそして事業の選定のレベルでも共通の５つの目標を設定している

（表１）。

このMSP導入によってウガンダでは他の途上国世界に先んじてエイズ対策が確

立したといえ、それによって国家レベルからコミュニティのレベルまで、対策が浸

透するシステムが確立した。具体的にいえば、中央政府のレベルではエイズ制圧マ

ルチ・セクター事業が導入され、全国的な実施計画が導入されるとともに、予防と

制圧の事業導入のための政策概要が策定され、中央や地方、各セクターでの事業調

整のシステムが取り込まれた。ついで情報の一括的かつ責任ある管理のためにUAC

にはエイズ情報データセンター（National AIDS Data and Information Centre :

NADIC）が設置された。MSPでは関係するNGOやコミュニティ組織（Community

Based Organization : CBO）、宗教関係団体（Faith Based Organization : FBO）支

表１ エイズ対策マルチ・セクター・プログラムの目標

目標１ HIV感染拡大を止める

戦略１ HIVの性交渉感染をふせぐ
戦略２ 血液と血液製剤による感染をふせぐ
戦略３ 母子間の垂直感染をふせぐ

目標２ 感染流行の健康への影響、社会経済的影響に対処する

戦略１ 全国でのHIV/AIDSの諸影響に対処する
戦略２ HIV/AIDSのコミュニティ・レベルへの影響を軽減する
戦略３ HIV/AIDSと共に生きる人々（PLWHA）へのケアを提供する

目標３ 感染流行への対応能力を強化する

戦略１ 政策・計画開発の国家レベル、セクターレベルの能力を強化する
戦略２ 県、地区レベルの計画実施能力を強化する
戦略３ コミュニティの対処能力を強化する
戦略４ 内外の人材、物的資源、財源をみきわめ、動員する

目標４ 全国のHIV/AIDS情報センターを設置する

戦略 適正なデータ収集と情報アクセスにより情報需要に対応する

目標５ 国家の能力を強化するためにHIV/AIDS研究をすすめる

戦略１ 国民のニーズに応える研究
戦略２ 研究、モニター、評価の品質管理を確立する
戦略３ エイズ制圧の研究や訓練のキャパシティを強化する
戦略４ ワクチンや治療法の開発について国際社会に協力する

（出所）UAC［１９９３］。

４６



援にも取り組みはじめた。支援は伝統療法施術者や、クランリーダーといった伝統

的な制度や組織をも巻き込み、包括的なプログラムを形成する過程が確認される。

さらには国際機関や援助国の支援をNACPの各事業予算確保に動員するようになっ

た。結果、ジドブジン（AZT）や、ケムロン（Kemron）５などの治療が提供しはじ

められ、ワクチン実験の準備が進んだとされている。

その後、MSPは１９９４年７月には性感染症プロジェクト（Sexually Transmitted

Infection Programme : STIP）を開始、性交渉によるHIV感染の予防促進と、ケア・

サポートの事業にかかわる制度の整備に取り組んだ。STIPでは全国４００のNGOやCBO

を通して啓発事業や、コンドームの普及調査（社会マーケティング）、医薬品アク

セスの改善をはかり、それを通して各NGOなどの性感染症プロジェクト管理能力

の改善につとめている。また同時にコミュニティでのケアや、家庭でのケアの支援、

カウンセリングの支援を提供し、日和見感染症、特に結核の治療薬を提供、その投

薬の管理のトレーニングを提供している。これによって、MSPとならんで予防と

ケア・サポートの二つのアプローチの方向付けが得られた。２０００年１２月にSTIPは

５ 低用量経口インターフェロン。カポジ肉腫の治療等に用いられるが、効果を否定する説も多い。ケ

ニア医学研究所と日本の製薬メーカーなどの協力でつくられた。

表２ HIV/AIDSに関する国家戦略概要

２００５～０６年までに感染率を２５％削減する

個人や世帯、コミュニティへの健康状態による社会経済的な影響を減らす

予防やケア、ARV供与への協力に力点をおいて感染流行への対応能力を強化する

HIV/AIDS対策事業の評価を実施し、応用可能な成功例を探求する

青年の性行動対策に重点をおく

世帯の貧困削減を中心に効果的な戦略をねる

HIV/AIDSと共に生きる人々（PLWHA）へのサポートを増加させる

エイズ遺児やエイズ患者の親をもつ若年層へのケア・サポートを増加させる

セックスワーカーとその顧客、長距離ドライバー、ホステスなどを動員する

継続的な対策を実現する法令の下、男女間の平等と公平を推進する

すべての関係者の協力関係をきずき、コミュニティ・レベルでの行動をふやす

各々の事業に関し、国によるオーナーシップと能力を強化する

母子感染を削減する

研究を強化する

国家の対応規模を拡大する

（出所）UAC［２００４a］。
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終了しており、その後、事業評価によって事業の地方委譲の必要性や、NGO、他

の機関のさらなる協力の必要性が確認された。また、計画と実施、モニタリングの

間に生じているギャップや物資の調達と配布の際に生じている問題も指摘された。

MSPとSTIPの実施中、１９９３年頃からANCデータはHIV感染率の減少を記録しは

じめた。これはウガンダ政府によっても１９９５年に正式に認められた（Avert［２００４］）。

これを受けて１９９０年代の後半、政府はエイズ感染拡大の阻止を実現可能な目標とし

て再定義し、政策を見直す必要性に迫られることとなった。そこで１９９７年には感染

率が減少に転じてから初めての政策である「HIV/AIDSに関する国家戦略概要」

（National Strategic Framework for HIV/AIDS）が定められ、エイズに関する緊

急対策はより長期的な政策へと転換した（表２）。これによって具体的な感染の削

減目標が明示され、予防・啓発とケア・サポートの２点に焦点が絞られた。また、

対策事業の対象となる層を絞り込み、事業効率を高めるための配慮がはかられたと

表３ 支援組織による活動分野

（各活動に参加する団体が全エイズ支援組織数に占める割合）

活 動 分 野 各活動に参加する組織数の割合（％）

コミュニティでの予防・啓発 ６８．８

カウンセリング ５８．８

コンドームの普及 ２９．８

在宅ケア支援 ２８．４

所得向上 ２５．７

PLWHA治療 ２３．５

ピア教育 ２２．９

HIV検査 １８．５

VCT １４．３

食糧配布 １４．２

社会心理的サポート １２．８

性感染症の管理 １２．８

青少年活動支援 １２．４

エイズ遺児、エイズ患者の親を持つ児童の支援 １１．９

施設でのケア支援 １１．９

生活手段確保のための研修 １１．８

（出所）AMERIF［２００１］。
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いえる。

つぎに、全国でエイズ対策に従事している団体組織の活動分野や地理的分布から

その状況をみよう。２００１年時点で、ウガンダ全国でエイズ関係のプロジェクトに携

わっている団体は７１２ある。地域毎にみると、９０団体のカンパラ県や３８の団体が事

業を行うムバレ（Mbale）のようなプロジェクトの実験場となっている地域の一方

では、１事業だけのユンベ（Yumbe）県、２事業のントゥンガモ（Ntungamo）県、

３事業のナカピリピリ（Nakapiripirit）県、カヌング（Kanungu）県まであるが、

全国各県、網羅されている。

団体毎の事業数で比較すると海外援助機関の支援を得ているCBOが最も多く、

それにウガンダ国内のNGOと、ウガンダの地方行政府の事業が続いている。活動

分野別にみると、予防・啓発に関わる組織が６００と最も多く、CBOの約半数が予防・

啓発に従事し、地方行政府の約４割が、またウガンダ国内NGOの４割がそれぞれ

予防・啓発に従事している。次に多いケア・サポートについては、１１５のCBO、１０１

の地方行政府、８６の国内NGOが関わる。またそれと殆ど同じ数の組織がキャパシ

ティ・ビルディングに関わっている。CBOはコミュニティで日々必要とされてい

る活動に関わっており、中央での政策や研究のような分野への関与は限られる（表

３、表４）。

表４ 組織分類による活動範囲

アドバイ
ス活動

アドボカ
シー

キャパシ
ティ・ビル
ディング

事業調整
支援国と
の関係

ケア・サ
ポート

政 策
予防・
啓発

研 究
合 計
（延べ数）

CBO １０ ２２ １ １１５ １ １３１ １ ２８１

中央政府 ４ １８ １８ ２ ４２

地方行政府 ４ ８ １１ １４ ２ １０１ ４ １０６ ３ ２５３

国連機関 ３ ４ ７ ２ ２ ７ ２ ６ １ ３４

国連以外の国際機関 ５ ９ １２ ２ １１ ３９

国際NGO １２ ２５ ３ ４ ７１ ３ ６７ ５ １９０

FBO １ ５ ２１ １ ８５ ９７ １ ２１１

国内NGO ２ １３ ３６ ２ ８６ ２ １０９ ３ ２５３

地方第３セクター １ ９ ８ １ １ ４９ ５０ ５ １２４

民間企業 ５ ５ １０

不明 １ １ ２

合計 １１ ６６ １４４ ２３ １０ ５４９ １４ ６００ ２２ １４３９

（出所）AMERIF［２００１］。
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２．医療における対策

（１）伝統療法施術者

ウガンダには人口２００～４００人に１人の割合で、伝統療法施術者がいるとされてい

る。人口の都市化率が１２％であり、農村居住が一般的なウガンダ人にとっては近代

的な医療施設へのアクセスは困難である。またそれがアクセス可能な距離に存在し

ても経済的にアクセスできない人口が多いことからも、伝統療法施術者は広く需要

を網羅する重要な存在である。それは日和見感染症の治療法が確立され、今日の抗

レトロウイルス薬療法（Antiretroviral therapy : ART）と母子感染予防に至る前

段階の１９７０年代から継続してエイズ治療の中心的存在であったと言える（THETA

［２００４］）。

このような重要性を追認する形で１９９８年には国連合同エイズ計画（Joint United

Nations Programme on HIV/AIDS : UNAIDS）と共同臨床研究センター（Joint

Clinical Research Centre）により薬草療法に対する治療実験が実施されている。

この実験を通し薬草療法はヘルペス・ウイルス感染症や、悪性咳症について西洋医

学にもとづいた治療よりも改善の例が確認されているし、継続的な食欲消失につい

ても効果が確認された。伝統療法施術者が多くのウガンダ人にとってコミュニティ

医療（プライマリー医療）の中心となっていることは、施術者の６０％がコンドーム

普及に携わっており、８２％がHIVカウンセリングを実施していることからも確認で

きる。そのような重要性はウガンダ政府によっても確認されることとなり、保健省

はその国家エイズ行動計画を通して支援している。

伝統療法施術者の側でも治験の実績を通して、サービス機関としての立場を確立

しようとする動きが見られ、１９９２年には「近代療法とともにエイズと闘う伝統療法

プロジェクト」（Traditional and modern health practitioners together against AIDS

and other diseases : THETA）が共同ではじまっている。そこでは国境なき医師団

（Médecins Sans Frontières : MSF）をはじめ多くの国際機関からの支援が集まっ

ており、薬草の効果が探求されている。THETAでは５００人を対象にした調査の結

果、治験が確認され、薬草療法の効果が日和見感染症の症状改善に貢献しているこ

とが明らかになっている。現在は、ウガンダエイズ支援機構（The Aids Support

Organization : TASO）、ウガンダ科学技術評議会（Uganda Science Council）、ロ

ックフェラー財団、MSFスイスからの支援を得ている。また伝統療法と女性の立

場からは伝統療法女性エイズ予防プロジェクト（Traditional Healers, Women and
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Aids Prevention : THEWA）がある。

（２）ART

ウガンダ政府、保健省によると、そのエイズ・性感染症プログラムのなかに位置

づけられているART計画では、ARTを２００７年までに１０万人の患者に供与すること

が目標に掲げられている。現時点でARTを必要としているエイズ発症者は１２万人

と推計される。２００３年１２月時点でARTにアクセスできているのは１万７０００人で、

そのうち約８０％が費用を自己負担している（Garbus and Marseille［２００３］、Ministry

of Health［２００３a］）。ARTの実施が許可された施設は全国に３３あり、そのうち２７施

設（国立ムラゴ〈Mulago〉病院、中央病院、国立の地域中央病院、主要な私立病

院）がすでにARTを実施している。予定では２００４年末までに５６のすべての地方県

でARTが供与される予定である。

ウガンダにおけるART実施の中心は共同臨床研究センターとマイルドメイ

（Mildmay）病院であり、その双方で約９０００人に対し実施している。その他にもウ

ガンダ中央銀行（Bank of Uganda）やナイルブルーワリー（Nile Brewery）とい

った職場単位でも供与されている。外国人や高所得層を対象としている６カ所の民

間診療所でも国の計画とは別にARTが実施されている。他にはマサカ市でエイズ

健康財団、アルア（Arua）でMSFフランス、フォートポータル（Fort Portal）で

ドイツ技術協力公社（Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenalbeit : GTZ）

が保健省と協力して無料でARTを施している。世銀の協力により２００４年末までに

は大量の抗レトロウイルス薬（Antiretroviral drug : ARV）が輸入されることにな

っているが、これは主として妊婦と子どもの治療に使用される。その際、薬価の９０％

は政府負担となり本人は１０％、月額約１万ウガンダ・シリング（約６００円）の負担

となる予定である。２００３年末時点では、ARTの薬価はインド製のジェネリック薬

で２８～６０米ドル（薬剤の組み合わせ方によりコストが異なる）、非ジェネリックの

ブランド薬だと８６～５６０ドルである。

（３）母子感染予防

２００３年末時点でウガンダ国内の感染者約１１０万人の約半数５３万１０００人は女性で、

ほとんどが出産可能年齢の女性である（Bwalatum［２００３］）。出産時の新生児感染

が異性間性交渉に次いで大きな感染ルート（１５％）となっていることから、母親新

生児間の感染を防ぐことが喫緊の課題となっている（Garbus and Marseille［２００３］）。
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２０００年より保健省は母子感染予防事業をカンパラ、アルア、グル（Gulu）の３地

区で実施している。そこでは妊婦とそのパートナーにARV（主としてネビラピン）

が提供されるとともにカウンセリングやケアを受ける。

母子感染予防のための治療は２００３年末時点で３１県７１ヵ所のANCで供与されてお

り、今後、予定では２２施設での供与開始が見込まれる。２００３年末までに６３６６人のHIV

陽性の妊産婦がネビラピン投薬を受けている。ただし、妊産婦の間では血液検査に

対する偏見と恐怖心が急激に拡大しており、妊産婦診療を受けることへの心理的抵

抗からクリニックにアクセスしない可能性が高まっているとみることもできる。

３．経済界の対応

ウガンダのビジネス界においては、政府に比してエイズ問題の認識が遅れ、職場

空間での対策は南アフリカなどに比べても大幅に遅れをとってきた。エイズ対策に

取り組む民間企業連合である「HIV/AIDSに関するグローバル・ビジネス・コーリ

ション」（Global Business Coalition on HIV/AIDS : GBC）にはサブサハラ・アフ

リカの企業としては南アフリカから１０社、ケニアから５社、モザンビーク、ボツワ

ナから各１社が参加しているが、ウガンダ企業の参加はない。ウガンダでは企業経

済化の規模が周辺国に比べても小さく、商工業界においても大企業の数がケニア・

南アフリカに比較して格段に少ないことから、エイズ対策を講じるほどの企業体力

を持ち合わせていないという見方もできる。

エイズ対策の遅れてきたウガンダ経済界のなかでは、先駆的なモデルを呈してい

ると思われるのがウガンダ・スタンダード・チャータード銀行（Uganda Standard

Chartered Bank : USCB）の対応である。その対応はまず職員採用時の血液検査実

施にはじまる（１９９２～９８年）。１９９３～９５年の間に、６名の職員がHIV感染が原因で

死亡する。USCBは１９９８年までは採用時に血液検査を課すという、ネガティブかつ

差別的な対応をとってきたが、１９９９年からは方針を一新し、HIV/AIDSと共に働く

職場を目指すこととなる。職場におけるHIV/AIDSについての内規を制定し、�無

差別、匿名性の確保、�HIV/AIDSの拡大を最小限にする、�その影響をモニター

する、�職域のHIV/AIDSを管理する、�雇用の責任を果たす、�教育啓発に取り

組む、という方針を明示した。その後、職場での自発的カウンセリング・検査

（Voluntary Counselling and Testing : VCT）を導入し、２０００年にはHIV/AIDSと

共に生きる人々（People living with HIV/AIDS : PLWHA）に重点をおいたと思わ

れる「生き抜こう」（AIDS Survival）キャンペーンを開始、ARVを支給し始めた。
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USCBは職場におけるエイズの問題が明確になるにつれ、医療費・退職金・葬儀費

が増加し、病欠日数の増加、職員単位あたり収益の減少、新規採用時のコストや新

規採用者への研修コストの増加、生産性と職場モラルの低下を経験したことを報告

している。USCBは南アフリカ系多国籍企業のウガンダ法人であり、そのエイズ対

策にはUSCBの南アフリカでの経験がいかされている。

また１９９９年には２つの運輸関係労働組合（運輸労働者連合とウガンダ鉄道労働者

組合）が合同エイズプログラムを開始、HIV感染弱者である長距離トラック運転手、

トラック助手、セックスワーカー、ドライブイン・モーテル経営者、主要幹線沿線

コミュニティ代表者を対象に事業をはじめている。他方、２００１年５月にはHIV/AIDS

に関するウガンダ財界評議会（Uganda Business Council on HIV/AIDS）が設置さ

れ、そこで職場での教育啓発とケア・サポートの提供を大企業、中小企業に促す運

動が開始された。

このような経済界の動きを後押しする形で２００２年にジェンダー省から「職場にお

けるエイズ対策のガイドライン」が提示され、コンドームの配布、無差別、HIV感

染の有無、HIV検査アクセス、VCTの促進、匿名性の確保、研修教育事業、職場

での感染拡大リスクの最小化、という共通の目標が提示された。その後、２００３年５

月にはビジネスセクターとエイズについてフォーカスした初めての会議である「労

働の場におけるエイズに関する官民協力」会議が実施され、経営者団体であるウガ

ンダ経営者連合会（Federation of Uganda Employers : FUE）の方からも職場にお

けるHIV/AIDSについてのガイドラインが提案された（表５）。

また、国家エイズ委員会（UAC）は、経営者評議会が一部の大企業しかカバー

表５ 職場におけるエイズ対応のガイドライン

ジェンダー・労働省 ウガンダ経営者評議会

コンドームの配布奨励

非差別

自分の意志でのHIV感染の告知

HIV検査の提供とVCTの促進

匿名性の確保

研修教育事業

職場での感染拡大リスクの最小化

職場問題としてHIV/AIDSを認める

HIV/AIDSを職場で語る

差別と偏見の徹底排除

匿名性の確保

感染者の新規雇用と継続雇用

（出所）Katorogo［２００３］。
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していないことから財界に広く働きかけ、そのもとに民間セクター自主調整機関

（Private Sector Self Coordinating Entity）を設置した。そこは財界、労働界の代

表団体がビジネスとエイズの問題について広く意見交換する場となっており、先述

の経営者評議会よりもずっと幅広い団体の参加によって構成されている（表６）。

４．国際社会の対応―エイズ対策の実験場

世界に先んじて感染が爆発的に拡大したウガンダはエイズ対策事業の実験の場と

なった。その事業規模はこれまで拡大の一途にあり、また先進国で生まれた関心を

途上国において実験し、解決する場を提供してきたと言える。援助組織がウガンダ

へ注目し、支援事業を展開した背景には、１９８０年代後半以後、長期安定政権にあり

国際社会の支援を柔軟に受け入れる政治体制があった。その受け入れ態勢を世界で

最初に構築したのがムセベニ大統領で、その体制を象徴的に証明したのが１９８６年WHO

総会での緊急支援要請であった。このような体制は、他のアフリカ諸国とは全く異

なる。支援の受け入れ態勢が整えられたことにより国際社会や市民社会は事業を内

政問題など気にせずに実行できる基盤ができた。また、多様な宗教的バックグラウ

ンドをもつ国際的なFBOの参入も問題なく受け入れている。また、１９８６年以後の

経済成長にともない社会インフラへの投資整備も進んでいることから、事業を軌道

に乗せる要件はある程度整っている。したがって、実験的な対策事業でも成功例あ

表６ UACの設置した民間セクター自主調整機関への参加組織

運輸関係労働組合連合

東アフリカアメリカ商工会議所

インフォーマルセクター代表者

ウガンダ経営者連合会

ウガンダ労組連合

ウガンダ農業者協会

民間セクター財団

ウガンダ商議所

ウガンダ私立職業訓練校

ウガンダ医療関係者協会

ウガンダ投資庁

HIV/AIDSに関するウガンダ財界評議会

（出所）UAC［２００３b］。
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表７ ウガンダにおける国際社会のエイズ対策拠出（２００１年）

拠出額（米ドル） （％）

予防・啓発 ８２８９１７５ １９

ケア・サポート １２１６０４１５ ２８

VCT ５０７５６９６ １２

キャパシティ・ビルディング ７１５９０８９ １６

青少年対策 ２９３１６３６ ７

所得向上 ３６６５１２ １

研 究 ５３２５２７４ １２

アドボカシー ５９５９４３ １

遺児・エイズ患者の親を持つ児童の対策 １８０５０５１ ４

合 計 ４３７０８７９２ （１００）

（出所）AMERIF［２００１］。

表８ ウガンダにおけるエイズ対策協力機関の拠出額

拠出額 （％）

米国国際開発庁 １５０２８０００ ３４

ジョンズ・ホプキンズ大学 ３２５００００ ７

EU ３２２３２００ ７

世界銀行 ３００００００ ７

米国疾病管理・予防センター（CDC） ２１６３１７５ ５

イタリア国際ボランティア（AVSI） ２０４８６２４ ５

英国国際開発援助省 １９７２０００ ５

ベルギー国際協力局 １２２１０１１ ３

国連合同エイズ計画（UNAIDS） １２９０５４０ ３

英国医学評議会（MRC/UVRI） １４９９４３８ ３

世界保健機関（WHO） １０４４０００ ２

その他 ７９６８８０４ １９

合 計 ４３７０８７９２ （１００）

（注）百万ドル以上拠出の機関のみ。
（出所）AMERIF［２００１］。
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るいはプロトタイプの例を提供する場となりえた。支援団体にとってはウガンダ以

外の場所にエイズ対策事業を拡大するためにも、事業が「成功」する証明が必要な

はずである。さらにウガンダは東アフリカおよび大湖地方において地理的に重要な

位置にあり、英米の対アフリカ外交の観点からは対スーダン、対コンゴ・ルワンダ

対策上の場所にあり、英米のアフリカ対策の拠点であったケニア政府との関係が悪

化した１９９０年代においてはケニアにかわって地政学的に重要な役割を果たしてきて

いた。そのような外交的役割をしめるウガンダへの国際社会や市民社会のエイズ対

策強化は説明が容易であろう。

そのほか、ウガンダの場合、異性間性交渉が主要な感染ルートであることから、

自国において注射薬物使用者（Injecting drug user : IDU）やMSMの感染対策が中

心になることにくらべて、英米などの支援国政府はその支援のための財政支出に関

する合意を広く取り付けることができようし、保守層を支持者や支援者の一部に含

むような民間団体、FBOにおいても拠出の意思決定が得られやすかったという見

方もできる（表７、表８）。

第３節 感染率の減少と予防・啓発の役割

１．感染率減少の説明

ウガンダでのHIV感染率の減少を妊産婦診療所などで採取されたサンプルデータ

で見ると、１９９０年から１９９３年にかけてのカンパラ市ンサンビヤ地区、１９９１年、１９９２

年のカンパラ市ルバガ（Rubaga）地区、１９９２年のバララ（Mbarara）市、１９９３年

のグル（Gulu）で２５％を超えている。カンパラは人口１２０万の大都市で、後の２市

は地方中核都市である。ピーク時でも感染率が低かったのはマタニ（Matany）、パ

リサ（Pallisa）、モヨ（Moyo）、アルアの地方都市データであった。その後、２５％

を超していたンサンビヤ地区では２００１年に、ルバガ地区は２００２年に１０％をきったが、

バララ市は２００２年で１０．８％、グルでは１１．８％と地方中核都市の減少率が著しい。こ

のような都市部での感染率の激変に対して、もともと感染率が低く記録されていた

地方中心町では、たとえばアルアで１９９３年４．４％が２００２年５．２％と増加し、モヨでは

５％が４．３％、ルワラ（Lwala）では５．３％が４．４％へとほとんど停滞しており、減

少傾向は大都市の現象と考えることもできる（表９）。

このような感染率の推移については、死亡数が爆発的に増加して、感染源が縮小
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したからという考えや、エピデミック収束による自然消滅過程であると主張する疫

学研究グループがいる（Garbus and Marseille［２００３］）。他方では、政府や国際社

会、市民社会のエイズ対策が何らかの効果をもたらしたという対策効果論がこれま

での感染率減少に卓越する見方である。ここでは疫学での議論は最小限にとどめ、

後者の対策効果論を中心に議論したい６。

これまでの対策効果論では、予防・啓発の効果、コンドーム普及の効果、ART

や母子感染予防対策について論じられている。そのほかには、個別具体的な対策の

評価からは離れた制度の整備奏功論や国際社会、市民社会の支援体制奏功論、そし

て政府のコミットメントなどの制度論からの議論もある。とりわけ、政治的コミッ

６ また、そのほかに興味深い説としては、性活動人口が発症や死亡の例を身近なものとして経験する

ことで、疾病に対する恐怖心を自己同一化し、学習したのだという主張がある。それによって性行

動の変化が生じたとするのである。

表９ HIV感染率（％）（ANCデータ）

調査地 １９８９ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

大都市 ンサンビヤ ２４．５ ２５．０ ２７．８ ２９．５ ２６．６ ２１．８ １６．８ １５．４ １４．６ １３．４ １２．３ １１．８ ９．５ ８．５

ルバガ ― ― ２７．４ ２９．４ ２４．４ １６．５ ２０．２ １５．１ １４．８ １４．２ １０．５ １０．７ １０．４ ８．１

地方都市 バララ ２１．８ ２３．８ ２４．３ ３０．２ １８．１ １７．３ １６．６ １５．０ １４．５ １０．９ １１．３ １０．０ １０．６ １０．８

ジンジャ ２４．９ １５．８ ２２．０ １９．８ １６．７ １６．３ １３．２ １４．８ １１．０ １０．５ １０．８ ８．３ ７．４ ５．０

トロロ ４．１ １２．８ １３．２ １１．３ １０．２ ２．４ ８．２ ９．５ ２０．５ ４．５ ４．７ ７．０ ６．３

ムバレ ３．８ １１．０ １２．１ １４．８ ８．７ １０．２ ７．８ ８．４ ６．９ ６．３ ５．７ ５．５ ５．６ ５．９

キレンベ ― ― ― ― ７．０ １６．７ １１．１ １０．４ ８．５ ― ７．５ ４．２ ２．１ ４．２

ソロティ ― ― ― ― ９．１ ― ８．７ ７．７ ５．３ ７．７ ５．０ ５．０ ５．０ ４．６

ホイマ ― ― ― ― ― ― ― １２．７ ９．０ ５．４ ３．５ ５．３ ４．６

アルア ― ― ― ― ４．４ ― ― ― ― ― ５．２ ５．２ ４．８ ５．２

パリサ ― ― ― ７．６ ５．０ １．２ ― ― ３．２ ２．６ ３．２ ３．８ ３．７

マタニ ― ― ― ― ２．８ ７．６ ― ２．０ １．６ １．３ ０．９ １．９ １．７ ０．７

カガジ ― ― ― ― ― ― ― ― １０．３ １１．５ １１．０ １０．５ ７．４ ６．４

ムトレレ ― ４．１ ５．８ ― ４．２ ― ３．６ ２．６ ― ２．５ ２．３ ２．１ ４．１ １．５

モヨ ― ― ― ― ５．０ ― ３．１ ― ― ３．２ ５．２ ２．７ ２．７ ４．３

グル ― ― ― ― ２７．１ ２１．９ １４．７ １４．３ １６．３ １２．８ １２．３ １３．１ １１．３ １１．９

マシンディ ４．７

ルワラ ５．３ ― ８．７ ７．７ ― ― ― ― ７．９ ４．４

ネビ １．３

アバール ５．３ ７．６

（出所）Ministry of Health［２００３b］。
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トメント論ではムセベニ大統領が自ら問題に対応する姿勢を国民の前で明らかにし

た点を評価し、セックスワーカーや軍兵だけではない自らの問題、隣人の問題とし

て語り、コミットメントを明らかにしたことによって、国民一人一人がオープンに

エイズについて話題にできるような雰囲気を作ったことで予防・啓発の場面に限ら

ず効果を奏したと評価されている。そのほかにも政府の対策とともに、キリスト教、

イスラム教双方の教会組織や、ローカルコミュニティ、開発運動、市民社会を含む

地域社会全体の組織が連動して取り組んだという地域連動論などが主要なものとし

てあげられている（Avert［２００４］、Laconte［２００３］、Kiirya［１９９８］）。

２．予防・啓発のモデル国化の背景

ウガンダのエイズ予防・啓発の中心はABCアプローチと称される。ABCとは

「禁欲」し（Abstinence）、一人のパートナーとの関係を保ち（Being Faithful）、

「コンドーム」（Condom）を使用することである。ムセベニ大統領は内外でエイズ

に関する発言の機会のたびに、ABCDを繰り返してきた。つまりAとBとCをまも

らなければDie（死）というスローガンを喧伝してきたのである。このウガンダに

おけるABC政策は１９９０年代を通し世界的に注目されてきた。というのは１９９３年以

後の感染率低下の理由は、根本的に特定できていないにもかかわらず、ウガンダ政

府の積極的な予防・啓発政策への取り組みにあったと主張されているからである。

ウガンダにおけるエイズ対策の中心は、その初期においても今日においても予防・

啓発にあったわけではない。当初の対策事業は欧米での対策のコンセプトを踏襲し、

血液の安全確保、医療の現場での安全確保から始まっている。その後も、ウガンダ

政府によって対策の確固たる指針がたてられることもなく、国際社会の支援の拡大

と多角化にひきずられる形で、保健医療、予防・啓発、生活支援、エイズ遺児対策

などへとひろがっている。

その後、今日にいたるまで対策の中心はケア・サポートと予防・啓発を中心とす

る包括的事業であり、これまで常に多角的であった。予算配分からみても予防・啓

発がその中心にあるわけではない。しかし、世界的なウガンダのエイズに対する注

目は、大規模感染国で唯一、感染率が低下していることにあり、それに対する明確

な理由が証明される前に予防・啓発奏功論が一人歩きしたのだと考えられる。

現時点での調査研究の成果からすると、予防・啓発が感染率低下に恐らく貢献し

たであろうと思われているのは初性交年齢の上昇や、性交渉相手数の減少、コンド

ーム普及数の増加つまり、性行動上の多少の変化である。たしかに、都市部の若年

５８



層（１５歳から１７歳）では男女ともに初体験年齢が上昇しており、性交渉の相手数が

減少している。しかしその他の１５歳から４９歳の性活動人口（Sexually Active

Population）の大半においてはそのような行動変容はおきていない７（Bessinger et

al.［２００３］、Singh et al.［２００３］）。

コンドームの配布数は増加しているが、性交ごとの使用率はパラレルには伸長し

ておらず、配布と使用の間に何らかの妨げる要因が介在している。使用率が着実に

増加したのはセックスワーカーや、その潜在顧客である長距離移動者であり、確か

にこれらの間ではHIV/AIDSの感染経路や理由に関する知識が浸透してきている。

そもそもウガンダにおいてコンドームの効果の議論は圧倒的に保守的思想に引きず

られている。キリスト教関係者のなかでもとりわけ保守層では、コンドームは感染

弱者に残された手段に過ぎないという見方が卓越しており、そのような感染弱者は

すなわち、性行動を変えられない人たちという意味でネガティブに捉えられている。

コンドーム非肯定派のなかには、ウガンダでの使用率はアフリカ平均と差がなく、

コンドーム配布事業開始後もこれは変化なく、感染弱者グループでも９１％は未使用

で、使用率上昇は婚外関係や不特定な関係の増加の反映にすぎず、１０％の確率で感

染を防ぐことができておらず（ただし、これは誤使用による失敗を含む）、完璧な

防御策とは言えないとの主張もある。また、子供を持とうとする夫婦間では使えず、

また村落や貧困層、若年層にとってはアクセスの問題もある。そもそも誤使用など

による失敗を考えると、感染を遅らすだけで完全に防ぐわけではないし、コンドー

ム使用の強調は感染の危険性から焦点をずらしてしまうことも挙げられている。ま

たコンドーム使用率の高い南アフリカ、ボツワナなどの国の感染率は高いことも指

摘されている。

３．政治化された予防・啓発論の言説

先述のように、感染率低下の要因を予防・啓発の成功に関係づけて喧伝したのは

ムセベニ大統領自身であった。その発想は、現在のようにARTや母子感染予防の

確立されていなかった１９８０年代半ばから、ある程度の数量のコンドームの普及と治

療法が確立された今日に至るまで一貫している。その中心にあるのは道徳主義と禁

欲主義で、それゆえ大統領自身はコンドームの配布普及に関しても否定的な発言を

７ 若年層の行動変化は予防・啓発が学校を通して浸透しやすい、彼らがほかの年齢層にくらべ情報ア

クセスのよい環境にあったことがあろう。これについては地域ごとの就学状況と性行動変容を検討

する必要はある。
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繰り返している。コンドームに関する発言については、数量的な普及が確立される

までの段階ならば、使用の節約をうながす意味で、禁欲主義を主張するということ

も考えられる。しかし、普及配布数が確保でき、輸入数量が国内需要数を上回るよ

うになった今日においてもその言説は変わっていない。

大統領の予防・啓発の主張は、軍内部に向けられたものに始まり、その後は自ら

築いた地方の国民抵抗運動（NRM）組織を訪ねあるく地方遊説の場において繰り

返された。また、国際社会の場では、国際エイズ会議や、WHO世界保健総会など

の場でも禁欲と道徳を繰り返した。それによって、ウガンダのエイズは多角的な対

策の成果ではなく、禁欲と道徳に基づくものであるという印象をあたえ続けている

のである。これによって、ムセベニ大統領は、国際社会においてエイズ対策の予防・

啓発モデル、つまりウガンダ・モデルの伝道者としての地位を確立することになっ

た。

エイズ対策予算の配分から見ると、予防・啓発事業はすでにARTと母子感染予

防の供与を中心とする治療、ケア・サポート事業に中心を取って代わられている。

予防・啓発事業が開始されて１０年以上が経過しており、一定の評価が得られた都市

部の若年層以外の部分においてはその効果は限定的であるという理解が専門家や援

助関係者の間に浸透しつつある。にもかかわらず、大統領が頑ななまでに禁欲と道

徳を主張することの意味は何か。それは禁欲と貞操、道徳に訴えることで、アミン

による恐怖政治やオボテ独裁政権を通して、独立後、宗教や地方、民族集団で分断

されてきた国民全体を一つの価値観に統一することができるのではないかという心

情が反映されているのではないだろうか。禁欲と道徳に訴え、コンドームの使用の

必要性を抑えるという方針はウガンダのイスラム教コミュニティにおいても受け入

れられているものである。国民の１割をエイズで亡くしてしまったウガンダにおい

て、国民共通の立ち向かうべき課題が明確になった今日、予防・啓発を通して共通

の価値観が社会に形成されることの意義を見通したとも考えられよう。これまでの

内戦期においては地域的な民族集団の分断のなかに、イスラム教とキリスト教とい

う属性が影響を及ぼしている側面もあった。アミン恐怖政治でのエスニック・クレ

ンジングには非イスラム教徒色の中央政治からの排除が濃厚であったし、現にその

言説は反キリスト教で一杯であった。イスラム教徒は全人口にしめる割合は低いも

のの、公的セクター以外では都市部の経済界、商業界では影響力が強い。そのよう

な社会において統一的な国民の価値観を形成したいという安定化への意図が、予防・

啓発モデルの言説に見えるのである。
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